
備　考

１　この表の第３階層から第８階層における地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第２号の
所得割を計算する場合には、子ども・子育て支援法施行令第４条第２項第２号のとおり、住宅借入金等特別
税額控除などの税額控除の規定は適用しない。

２　この表の３歳未満児とは、児童福祉法第２４条第１項の規定による保育の実施が行われた年度の初日
の前日（３月３１日現在）において３歳に達していない児童をいい、その児童がその年度の途中で３歳に達し
た場合においても、その年度中にかぎり３歳未満児とみなす。また３歳以上児についても同様とする。

0

83,200 0 81,900 0

64,000第７

第８
 397,000円以上

0

0

24,000 0 23,700 0

29,800 0 29,400 0

35,100 0

42,200 0 41,600 0

48,800 0 48,100

0 63,000

0

1

2

第４

第５

1

2

19,800 0 19,600

15,600 0 15,400

35,600 0

 235,000円未満

 235,000円以上

 301,000円未満

 301,000円以上

 397,000円未満

 169,000円以上

第３
 48,600円未満

 48,600円以上

 72,800円未満

 72,800円以上

 97,000円未満

 97,000円以上

 133,000円未満

 133,000円以上

 169,000円未満

第１～２階層を除
き、当該年度（４月
から８月までの間
にあっては、前年
度）の市区町村民
税の所得割課税
額が次の区分に該
当する世帯

第６

1

2

0 0

第２

第１階層及び第３～８階層を除き、当
該年度（４月から８月までの間であって
は、前年度）の市区町村民税非課税世
帯

0 0 0 0

0

生活保護法による被保護世帯（単給世
帯を含む）及び中国残留邦人等の円滑
な帰国の促進並びに永住帰国した中
国残留邦人及び特定配偶者の自立の
支援に関する法律による支援給付受
給世帯

第１ 0

１４．令和９年度　斑鳩町保育料のイメージ

斑鳩町保育所保育料徴収金額表

町の徴収金額（月額：円）

保育標準時間認定 保育短時間認定

各月初日の在籍児童の属する世帯の階層区分

　斑鳩町では、保育所・認定こども園（３号）の保育料を国基準の８０％に軽減しています。

　また、国の基準より階層を細分化することで、保護者の所得に応じて、きめ細やかな保育料

設定として、子育てを応援しています。

　さらに、同時在園第２子の保育料を「０円（無償）」として、多子世帯の経済的支援の充実を

はかっています。

３歳未満児
の場合

３歳以上児
の場合

３歳未満児
の場合

３歳以上児
の場合

階層
区分

定義
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ア

①

②

ア

イ

ウ

エ

３　特定被監護者等（子ども・子育て支援法施行令（平成２６年政令第２１３号）第１４条の２第１項に規定す
る特定被監護者等をいう）が２人以上いる場合におけるこの表の適用については、児童の属する世帯が市
区町村民税の所得割額が５７，６９９円以下の世帯（児童の属する世帯が第５項に掲げる世帯（以下「要保
護者等世帯」という）を除く）の徴収金の額は、最年長の特定被監護者等から順に２人目は同表に定める徴
収金の額の半額とし、３人目以降は無料とする。ただし、最年長の特定被監護者等が小学校就学前子ども
の場合、２人目以降は無料とする。

６　この表及び「斑鳩町保育所保育料徴収金額表」の「保育標準時間」とは、子ども・子育て支援法施行規則第
４条第１項の「１月当たり平均２７５時間まで（１日当たり１１時間までに限る）」の区分により保育の必要量の認
定を受けた者とし、「保育短時間」とは同条同項の「１月当たり平均２００時間まで（１日当たり８時間までに限
る）」の区分により保育の必要量の認定を受けた者とする。

B ０円

４　第３階層から第８階層までの世帯であって、同一世帯から２人以上の小学校就学前児童が保育所、幼稚
園、認定こども園、特別支援学校幼稚部、企業主導型保育施設、情緒障害児短期治療施設通所部に入所
又は児童発達支援及び医療型児童発達支援を利用している場合において、次表の第１欄に掲げる児童が
保育所に入所している際には、第２欄に掲げる額をその児童の徴収金の額とする。

５　小学校就学前児童の属する世帯が次に掲げる世帯の場合で、市区町村民税の所得割額が７７，１００円以
下の世帯が次表に掲げる階層に認定された場合は、この表の規定にかかわらず、それぞれ次表に掲げる徴収
金の額とする。ただし、当該世帯において特定被監護者等が２人以上いる場合にあっては、最年長の特定被監
護者等から順に２人目以降は無料とする。

受けた者

身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条に定める身体障害者手帳の交付を

児童が２人以上の場合は、そのうち年長のもの１人とする）
徴収金額表に定める額

「ひとり親世帯等」

母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）に規定する配偶者のいない者で

現に児童を扶養しているものの世帯

「在宅障害児（者）のいる世帯」

次に掲げる児（者）を有する世帯

区分

A

第２欄第１欄

上記４に掲げる施設を利用している小学校就学前子ども（該当する

イ 上記４に掲げる施設を利用しているア以外の小学校就学前子ども

基礎年金等の受給者

階層区分

 徴収金額（月額：円）

療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号）に定める療育手帳の交付を

受けた者

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）に定める精神障害

者保健手帳の交付を受けた者

特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３４号）に定める特別児童

扶養手当の支給対象児、国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）に定める国民年金の障害

 保育標準時間認定

 ３歳未満児の場合

 保育短時間認定

 ３歳未満児の場合

7,200 7,200

第３階層 7,200 7,200

第４階層１ 7,200 7,200

第４階層２のうち（市区町村民税所得割課
税額が７７，１００円以下）
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※

※

・

・

◆

・

・

※

※

※

・

・

・

・

・

・

・

※２ 引き落とし日が金融機関の休日の場合は、翌営業日の引き落としとなります。

※３ 登録できる口座は南都銀行・奈良中央信用金庫・奈良県農業協同組合のいずれかです。

・・・ 年収３６０万円未満相当の世帯の児童、または全所得階層の就学前児童のうち

 「 南都銀行 」 「奈良県農業協同組合」については、ＷＥＢで申請できます。

二次元コード

３歳以上児は、各施設で給食費（主食費＋副食費）が徴収されます。

３歳未満児は、給食費の徴収はありません。

町立保育所に入所された方は「保育料」「保護者会費」「延長保育料」を同一口座で登録ください。※４

URL：https://www.town.ikaruga.nara.jp/0000003012.html

希望される方は下記二次元コードもしくはURLより申請してください。

【給食費】

延長保育を利用する場合は、通常の保育料のほかに延長保育料の支払いが必要です。

　　　　　（町立保育所 ⇒ １か月単位で口座振替、町立以外の施設 ⇒ 直接施設に納入）　

保育料や給食費の滞納がある場合は、選考時の選考基準点が０点となります。また、児童手当から

の徴収や差し押さえなどの滞納処分を行うことがあります。

保育料は、入所決定後に通知します。

保育料は、月額です。日割り計算は行いませんので、月に１日でも在籍されていればその月分の保育

料を支払わなければなりません。

保育料の納入は、原則口座振替となります。また、認定こども園や小規模保育所は事業者によって納

入方法の指定があります。

事情により登園できない場合でも、在籍していれば保育料の支払いが必要です。

１５．保育料・給食費等について

※１ ４月分の保育料は４月末の金融機関営業日が振替日となります。

保育施設・事業所の種別 納付先 口座振替日

町立保育所（※４）・私立保育所 斑鳩町
毎月８日

（※１・※２・※３）

【保育料の納付】

町外の公立保育所 施設の所在市区町村

上記以外の保育施設・事業所
（認定こども園・小規模保育事業所等）

保育施設・事業所

施設により異なります

修了前までの児童のうち最年長の児童から数えて第３子以降の児童

町立保育所以外を利用される場合は、各施設にお問い合わせください。

町立保育所の給食費は、主食費９００円＋副食費３，６００円　計４，５００円 / 月です。

第３子以降の児童

教育認定 ・・・ 年収３６０万円未満相当の世帯の児童、または全所得階層の小学校第３学年

副食費については所得の状況等により免除される場合があります。

保育認定

（３歳児～５歳児）場合がありますのでご注意ください。

町民税の申告がない方は、最高階層の保育料（０歳児～２歳児）、副食費免除を受けることができない

保育料は、児童の父母の市区町村民税所得割額の合計額により算定します。

保育料は、「令和９年度　斑鳩町保育料のイメージ」（P14参照）の予定です。

保育料等の決定

同じ保育料です。（認可外保育施設は除きます）

保育料は、保護者の課税額により異なりますが、同じ所得階層であれば、公立・私立に関わりなく

とおり、住宅借入金等特別税額控除などの税額控除の規定は適用しません。

市区町村民税所得割額を計算する場合には、子ども・子育て支援法施行令第４条第２項第２号の

します。

同居の祖父母等が家計の主宰者である場合は、同居の祖父母等の市区町村民税所得割も合計
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・

※

※

【年度切替の時期】

令和８年度市区町村民税（非）課税証明書（税額・所得額・控除額・扶養人数等記載されたもの）

【市区町村民税（非）課税証明書について】

てきた方は、斑鳩町にて市区町村民税額が把握できないため、保育料等を決定することができません。

保育料等の決定のため、下記を参照のうえ、書類の提出をお願いします。

なお、申込書に個人番号（マイナンバー）を記載している場合は、省略できる場合があります。

令和８年９月～令和９年８月利用希望　かつ　令和８年１月２日以降に転入してきた方

令和８年度市区町村民税所得割課税額
（令和８年６月頃に発行の納税通知書

をご参照ください）

令和９年度市区町村民税所得割課税額
（令和９年６月頃に発行の納税通知書

をご参照ください）

　 保育料は、４月分～８月分は前年度、９月分～翌年３月分は当該年度の市区町村民税所得割課税額

により算定します。これに伴い、年度途中で保育料が変更になる場合があります。市区町村民税所得割

課税額は税務課から通知される納税通知書により確認できます。

４月分～８月分 ９月分～翌年３月分

①　口座振替依頼書に不備があったり、預金残高が不足したりすると、保育料等の引き落としができません。その
場合には、別途納付書により納付をお願いします。

②　町職員が、電話により、口座番号等の金融機関の情報を聞き出すことはありません。このような内容の電話が
あった場合は、詐欺等の疑いがあります。

③　保育所の入所手続きにかかり、町職員が電話連絡することがあります。この場合、次の電話番号（子育て支援
課：0745-75-1152）からの発信により電話連絡しますので、事前に届出の電話やスマートフォンに子育て支援課の
電話番号の登録をお願いします。

　 保護者（父母）等の市区町村民税額に基づいて、保育料、給食費の負担軽減を決定します。転入され

　「行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」の規定により、

　 申請書類の受付時、保護者（申請者）の個人番号を確認できる書類及び本人確認ができる書類の

保育所等入所申請及び子育てのための施設等利用給付認定に関する事務において、個人番号の

記載をお願いしています。

ご提示について、ご理解、ご協力いただきますようお願いします。

の提出を求める場合があります。

父母の所得等によっては、家計の主宰者である同居祖父母等の証明書が必要な場合があります。

生活保護受給中の方は提出不要ですが、生活保護の受給がわかる書類の提示をお願いすること

があります。

【個人番号（マイナンバー）について】

提出前に口座番号・銀行届出印を再度、ご確認ください

ご注意ください！
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斑鳩町は
保育所・こども園の保育料の軽減につとめています

斑鳩町では、保育所・認定こども園の保育料を国基準の８０％に軽減しています。

また、国の基準より階層を細分化することで、保護者の所得に応じて、きめ細やかな保育料設定として、

子育てを応援しています。

さらに、多子世帯の負担軽減を図るため、同時在園等の３歳未満児について、保育料を国基準の２分の１

から、町単独事業で無償としています。

【例】 第４階層・保育標準時間　３歳未満児

町独自の

基準額

独自の

階層

市町村民税の

所得割課税額
一般

４階層１
48,600円～

72,799円
19,800円

４階層２
72,800円～

96,999円
24,000円

４階層１の保育料

４階層２の保育料

４階層　同時在園の２人目の保育料

市町村民

税の所得

割課税額

国の基準

斑鳩町の保育料

町独自の同時在園

２人目の保育料

第４階層

48,600円

～

96,999円

30,000円 24,000円
令和7年４月～

　　　　　　0円

国の基準の

８０％に軽減

さらに階層を細分化し、

所得に配慮し、きめ細

やかな保育料設定に

町独自の保育料軽減策で

国の基準額より

こんなに保育料が

軽減されます

きょうだいが同時在園

の方は、無償

（国基準は２分の１）

72,000円軽減

122,400円軽減

180,000円軽減

年間
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